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１．平成25年3月期第１四半期の連結業績（平成24年5月1日～平成24年7月31日）

（１）連結経営成績(累計)

(％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

25年3月期第１四半期 9,968 10.1 △1,558 ― △1,970 ― △1,827 ―

24年4月期第１四半期 9,053 △10.4 △2,212 ― △2,702 ― △1,595 ―

(注) 包括利益 25年3月期第１四半期 △1,889百万円(―％) 24年4月期第１四半期 △2,473百万円(―％)

１株当たり 
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり 
四半期純利益

円 銭 円 銭

25年3月期第１四半期 △726 55 ―

24年4月期第１四半期 △995 74 ―

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

25年3月期第１四半期 70,675 16,137 22.3

24年4月期 83,344 17,903 21.1

(参考) 自己資本 25年3月期第１四半期 15,764百万円 24年4月期 17,602百万円

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

24年4月期 ― 0 00 ― 0 00 0 00

25年3月期 ―

25年3月期(予想) 0 00 ― 0 00 0 00

３．平成25年3月期の連結業績予想（平成24年5月1日～平成25年3月31日）
(％表示は、通期は対前期、第２四半期(累計)は対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 24,187 6.9 △1,548 ― △1,989 ― △2,102 ― △841 28

通期 64,369 5.7 1,978 ― 596 ― 119 △95.3 47 63



  

 
(注) 詳細は、添付資料５ページ「２．サマリー情報（注記事項）に関する事項」 （２）四半期連結財務諸表の作成

に特有の会計処理の適用」をご覧ください。  

 
(注) 「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」第10条の５に該当するものであります。詳細

は、添付資料の５ページ「２．サマリー情報（注記事項）に関する事項」 （３）会計方針の変更・会計上の見積

りの変更・修正再表示」をご覧ください。  

 
  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外でありますが、この四

半期決算短信の開示時点において、四半期連結財務諸表に対する四半期レビュー手続は終了しておりま

す。 

  

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理

的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性

があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添

付資料４ページ「連結業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 

  

（決算補足説明資料の入手方法） 
 当社は、平成24年９月20日（木）にアナリスト向け説明会を開催する予定です。この説明会で配布す
る決算説明資料については、開催後速やかに当社ホームページに掲載する予定です。  

  

※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 ： 無

  (連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動)

  新規 ―社 (社名) ―        、除外 ―社 (社名)  ―

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示
 

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 有

④ 修正再表示 ： 無

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 25年3月期1Ｑ 2,713,838株 24年4月期 2,713,838株

② 期末自己株式数 25年3月期1Ｑ 198,671株 24年4月期 215,277株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 25年3月期1Ｑ 2,515,167株 24年4月期1Ｑ 1,601,935株

※ 四半期レビュー手続の実施状況に関する表示

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
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当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災からの復興需要等を背景に景気が下

支えされてきましたが、個人消費の伸び悩み、円高や電力需給の逼迫などが続き先行き不透明感が高ま

りました。また、海外でもギリシャを中心とした欧州債務危機問題が依然としてくすぶっていること、

また中国の経済成長率鈍化や、米国の雇用回復ペース鈍化など国内同様に先行き不透明感が高まるな

ど、国内外ともに厳しい経営環境が続きました。 

 このような環境の中で、当社グループはグループ内組織再編を通じて、経営意思決定のスピード化、

相互連携の強化による総合力の発揮および本社機能集約による業務効率化を具現化する体制を整え、①

個別事業領域の強化、②新しいビジネスモデルと成長領域の創造、③徹底した構造改革と競争力を高め

る人材開発をグループ戦略に位置づけて、事業の拡大と収益性の向上を目指した活動を展開してまいり

ました。 

 特に、今年度は再生可能エネルギーの固定価格買取制度に基づく国内での大規模太陽光発電所の開発

推進と、東日本大震災の復興事業への取組み強化の２つを重点施策に置き、グループの総力を挙げて取

組んでおります。 

これらの活動の結果、当第１四半期連結累計期間の業績は、売上高は前年同期比10.1％増の9,968百

万円（前年同期の売上高9,053百万円）、営業損失1,558百万円と前年同期比で653百万円の改善（前年

同期は2,212百万円の損失）となりました。経常損失は、一定の為替ヘッジの取組みにより為替変動リ

スクの軽減を図っているものの、対ユーロにおける円高進行により、178百万円（前年同期は61百万円

の損失）の為替差損が発生しましたが、持分法による投資損失の減少等もあり、1,970百万円と前年同

期比で731百万円の改善（前年同期は2,702百万円の損失）となりました。特別損益では主に、多摩證券

等の株式取得に伴う負ののれん発生益343百万円を特別利益として計上する一方、段階取得に係る差損

42百万円、本社の事務所移転費用33百万円を特別損失として計上いたしました。四半期純損失は、

1,827百万円と前年同期比で232百万円の損失増加（前年同期は1,595百万円の損失）となりました。な

お、平成24年４月１日付の組織再編（国際航業ホールディングス株式会社の完全子会社化）に伴い、同

社に対する少数株主損益が発生しなくなるため、四半期純利益（又は損失）へ与える影響は従前と比較

して軽微となります。ただし、前年同期と比較した場合には、当第１四半期連結累計期間では784百万

円の減益要因となります。 

  

各セグメントの業績は次のとおりであります。なお、当第１四半期連結会計期間より、報告セグメン

トとして記載する事業セグメントを変更しており、当第１四半期連結累計期間の比較・分析は、変更後

の区分に基づいております。 

  

＜空間情報コンサルティング事業＞ 

空間情報コンサルティング事業においては、国際航業株式会社を中心に地方自治体の業務支援サービ

ス、地理空間情報を活用した国土保全サービス、低炭素型インフラ整備・まちづくりサービス、海外の

環境・気候変動関連分野の地理空間情報サービス、地理空間情報アーカイブスを活用したソリューショ

ン等を展開しております。 

 平成24年度の国の公共事業関係費の前年度当初予算費比増額に加えて、東日本大震災関連の復興業務

の本格化を受け、復興関連業務、防災関連業務およびＯＤＡ関連業務を中心に積極的な受注活動を推進

してまいりました。 

１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）連結経営成績に関する定性的情報
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この結果、当第１四半期連結累計期間における受注高は前年同期比30.0％増の13,905百万円（前年同

期の受注高10,693百万円）となりました。また、前連結会計年度に受注した業務が順調に推移したこと

から、売上高は前年同期比17.8％増の4,794百万円（前年同期の売上高4,069百万円）となりました。損

益面では期初から開始した事業構造改革を通じた営業効率化、生産性改善の取組み効果も手伝い、セグ

メント損失1,449百万円（前年同期のセグメント損失1,665百万円）となりました。 

  

＜グリーンプロパティ事業＞ 

グリーンプロパティ事業においては、国際ランド＆ディベロップメント株式会社（以下、「国際ラン

ド＆ディベロップメント」）、国際環境ソリューションズ株式会社（以下、「国際環境ソリューション

ズ」）、株式会社ＫＨＣ（以下、「ＫＨＣ」）が、不動産賃貸、アセットマネジメント・プロパティマ

ネジメント業務、建設・不動産ならびに土壌・地下水の保全に関するコンサルティングサービス、戸建

住宅事業を提供し、これら事業を基盤として太陽光発電施設の設計施工をはじめとする創エネ・省エネ

ソリューションや環境配慮型住宅の供給など、低炭素社会へ向けた取り組み（グリーンプロパティサー

ビス）を進めております。 

 当第１四半期連結累計期間においてはＫＨＣの戸建住宅事業が堅調に推移したこと、７月１日に施行

された再生可能エネルギーの固定価格買取制度に伴う発電施設の建設需要の増加などから国際ランド＆

ディベロップメントにおいても堅調な業績で推移しました。また、国際環境ソリューションズにおいて

も前連結会計年度からの受注回復により業務が順調に推移しました。 

 この結果、売上高は前年同期比5.2％増の3,321百万円（前年同期の売上高3,157百万円）となり、セ

グメント損失２百万円（前年同期のセグメント損失93百万円）となりました。 

  

＜グリーンエネルギー事業＞ 

グリーンエネルギー事業は、欧州においてはKOKUSAI EUROPE GmbH（ドイツ）を中心に展開する太陽

光発電所の開発事業と売電事業を、国内においては宮崎ソーラーウェイ株式会社の発電事業と、ＪＡＧ

国際エナジー株式会社の太陽光発電所開発業務を行っています。 

 欧州においてはイタリアの発電施設による売電事業からの安定的な収入確保に加えて、ドイツにおけ

る物流施設を対象とした屋上設置型太陽光発電所の開発案件を獲得するなど順調に推移しました。日本

においては再生可能エネルギーの固定価格買取制度を見据えた開発活動を行い、約２０ＭＷ相当の案件

を確保しております。 

 この結果、売上高は前年同期比38.8％減の195百万円（前年同期の売上高318百万円）となりました。

これは、ドイツ及び国内での発電所開発による業績への貢献が第２四半期以降となることから、当第１

四半期連結累計期間の売上高の収入は欧州と日本での売電事業が大半を占めたことによるものです。損

益面ではセグメント損失20百万円（前年同期のセグメント損失65百万円）となりました。 

  

＜ファイナンシャルサービス事業＞ 

ファイナンシャルサービス事業においては、日本アジア証券株式会社、おきなわ証券株式会社の証券

業ならびに、海外子会社であるJapan Asia Securities Limitedの海外証券業及びユナイテッド投信投

資顧問株式会社の投信委託・投資顧問業等を中心に展開しております。 
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当第１四半期連結累計期間における株式市場は、景気後退懸念から５月２日の日経平均株価9,380円

25銭から６月４日には8,295円63銭にまで下落し、７月末の株価は8,695円06銭まで回復しましたが、当

第１四半期連結累計期間の１日当り東証１部売買代金は１兆31億円と前年同期比15.1％減少しました。

円ドル相場は５月上旬の80円台から一進一退を繰り返し、７月下旬には78円台での推移となっておりま

す。 

 このような環境にあって、証券会社においては米国、香港、インドネシア、ベトナム等の外国株式の

取扱いを始め、ブラジルレアル建て債券など外債、ＥＢ債等の販売に注力する営業活動を展開してまい

りました。 

 この結果、売上高は前年同期比10.0％増の1,651百万円（前年同期の売上高1,501百万円）となりまし

た。損益面ではセグメント利益80百万円（前年同期のセグメント損失187百万円）となりました。 

  

当第１四半期連結会計期間末の総資産は70,675百万円と前連結会計年度末比12,669百万円の減少とな

りました。これは主に、売上代金の回収により売掛債権が減少したことによるものです。 

負債総額は54,538百万円となり前連結会計年度末比10,902百万円の減少となりました。これは主に、

仕入債務の減少及び借入金の返済など有利子負債の減少によるものです。 

これらの結果、純資産額は四半期純損失による利益剰余金の減少等により、前連結会計年度末比

1,766百万円減少の16,137百万円となりました。 

  

通期連結業績につきましては、概ね計画通りに推移していることから、現時点では平成24年６月27日

に公表した業績予想を据え置くことといたします。 

  なお、第２四半期連結累計期間の業績につきましては、平成24年６月８日公表の業績予想からの修正

はありません。 

  

（２）連結財政状態に関する定性的情報

（３）連結業績予想に関する定性的情報
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該当事項はありません。 

  

  

原価差異の繰延処理 

操業度の季節的変動により発生した原価差異につきましては、原価計算期間末までにほぼ解消が見

込まれるため、当該原価差異を流動資産（その他）として繰り延べております。  

  

  

会計方針の変更 

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更） 

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当第１四半期連結会計期間より、平成24年４月

１日以後に取得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しておりま

す。 

 この変更に伴う、当第１四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に

与える影響は軽微であります。 

  

１．決算日の変更の内容 

当社は、平成24年７月26日開催の第25回定時株主総会において、定款の一部変更を決議し、決算日を

４月30日から３月31日に変更いたしました。これに伴い、第26期は、平成24年５月１日から平成25年４

月30日までの12ヶ月決算から、平成24年５月１日から平成25年３月31日までの11ヶ月決算となります。

 なお、前第１四半期連結累計期間は平成23年５月１日から平成23年７月31日まで、当第１四半期連結

累計期間は平成24年５月１日から平成24年７月31日までの３ヶ月間であります。 

２．変更の理由 

当社の事業年度は、毎年５月１日から翌年４月30日までとしておりましたが、平成24年４月１日付の

国際航業ホールディングス株式会社（以下「国際航業ＨＤ」といいます。）との株式交換を機に、当社

及び当社グループ会社の事業年度を毎年４月１日から翌年３月31日までに統一することにより、当社グ

ループの連結決算等の経営情報の精度を高め、経営の効率化・迅速化を図るため、決算日を変更するも

のであります。 

３．会計処理の概要等 

完全子会社である国際航業ＨＤは、平成24年３月28日付で株式会社東京証券取引所市場第一部を上場

廃止となっておりますが、金融商品取引法上の報告義務を依然として有しており、かつ、決算日が３月

31日であることから、第１四半期での決算日の統一は実務的に困難なため、第４四半期連結会計期間で

決算日の統一を行います。 

 このため、当第１四半期においては、平成24年５月１日から平成24年７月31日までの３ヶ月の親会社

の業績と、平成24年４月１日から平成24年６月30日までの３ヶ月間の子会社の業績を基礎にして四半期

連結財務諸表を作成しております。  

  

２．サマリー情報(注記事項)に関する事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

〔追加情報〕

(親会社の決算日の変更に伴う会計処理の概要)
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４．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成24年４月30日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成24年７月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 15,335,174 16,095,515

受取手形及び売掛金 23,970,897 8,178,025

証券業におけるトレーディング商品 337,375 411,712

仕掛品 11,541 220,206

原材料及び貯蔵品 23,084 57,852

販売用不動産 5,927,111 6,133,753

証券業における信用取引資産 4,219,508 4,997,926

短期貸付金 41,266 60,725

その他 6,109,155 6,989,243

貸倒引当金 △77,514 △70,734

流動資産合計 55,897,601 43,074,226

固定資産   

有形固定資産 14,050,856 13,842,656

無形固定資産   

のれん 151,035 113,276

その他 1,595,102 1,590,771

無形固定資産合計 1,746,138 1,704,048

投資その他の資産   

投資有価証券 7,178,520 6,800,824

長期貸付金 1,102,429 1,931,560

敷金及び保証金 1,238,368 1,230,878

その他 3,542,207 3,506,365

貸倒引当金 △1,411,362 △1,415,188

投資その他の資産合計 11,650,164 12,054,440

固定資産合計 27,447,158 27,601,145

資産合計 83,344,759 70,675,372
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成24年４月30日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成24年７月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 6,041,845 2,875,417

短期借入金 15,422,578 6,893,400

1年内償還予定の社債 14,500,000 14,940,000

1年内返済予定の長期借入金 2,214,278 1,939,218

未払金 1,137,791 1,026,169

未払法人税等 472,587 98,557

証券業における信用取引負債 4,011,177 4,075,848

賞与引当金 658,534 372,981

受注損失引当金 79,173 163,948

債務保証損失引当金 858 －

その他 6,213,379 7,152,113

流動負債合計 50,752,205 39,537,655

固定負債   

社債 712,000 718,000

長期借入金 9,700,055 10,038,171

リース債務 460,205 432,469

繰延税金負債 848,743 729,672

退職給付引当金 1,848,142 2,000,146

負ののれん 309,569 261,188

その他 782,733 786,498

固定負債合計 14,661,449 14,966,146

特別法上の準備金   

金融商品取引責任準備金 27,367 34,375

特別法上の準備金合計 27,367 34,375

負債合計 65,441,022 54,538,176

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,800,000 3,800,000

資本剰余金 7,615,105 7,582,824

利益剰余金 6,966,361 5,138,972

自己株式 △1,129,153 △1,045,737

株主資本合計 17,252,313 15,476,058

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 364,201 27,748

繰延ヘッジ損益 △5,568 △1,658

為替換算調整勘定 △8,388 261,902

その他の包括利益累計額合計 350,245 287,992

少数株主持分 301,178 373,144

純資産合計 17,903,737 16,137,195

負債純資産合計 83,344,759 70,675,372
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書 
 四半期連結損益計算書 
 第１四半期連結累計期間 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年５月１日 
 至 平成23年７月31日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成24年５月１日 
 至 平成24年７月31日) 

売上高 9,053,966 9,968,539

売上原価 6,427,548 6,946,314

売上総利益 2,626,418 3,022,225

販売費及び一般管理費 4,838,639 4,580,480

営業損失（△） △2,212,220 △1,558,255

営業外収益   

受取利息 32,962 12,304

受取配当金 63,696 86,255

負ののれん償却額 8,931 48,380

貸倒引当金戻入額 46,131 12,911

その他 21,373 56,448

営業外収益合計 173,096 216,299

営業外費用   

支払利息 299,065 345,349

持分法による投資損失 216,024 94,915

為替差損 61,509 178,723

その他 86,510 9,932

営業外費用合計 663,109 628,921

経常損失（△） △2,702,234 △1,970,876

特別利益   

投資有価証券売却益 － 26

負ののれん発生益 － 343,221

貸倒引当金戻入額 378,896 －

特別利益合計 378,896 343,248

特別損失   

投資有価証券評価損 2,482 584

投資有価証券売却損 － 609

段階取得に係る差損 － 42,668

事務所移転費用 － 33,226

持分変動損失 735 －

特別損失合計 3,218 77,088

税金等調整前四半期純損失（△） △2,326,555 △1,704,717

法人税、住民税及び事業税 43,442 55,825

法人税等調整額 9,370 66,322

法人税等合計 52,812 122,147

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △2,379,368 △1,826,865

少数株主利益又は少数株主損失（△） △784,261 523

四半期純損失（△） △1,595,107 △1,827,389
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 四半期連結包括利益計算書 
 第１四半期連結累計期間 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年５月１日 
 至 平成23年７月31日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成24年５月１日 
 至 平成24年７月31日) 

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △2,379,368 △1,826,865

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △14,309 △338,553

繰延ヘッジ損益 △2,603 4,513

為替換算調整勘定 △12,223 270,290

持分法適用会社に対する持分相当額 4,510 1,488

持分変動差額 △69,166 －

その他の包括利益合計 △93,792 △62,261

四半期包括利益 △2,473,160 △1,889,126

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △1,672,969 △1,889,642

少数株主に係る四半期包括利益 △800,190 515
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該当事項はありません。 

  

Ⅰ  前第１四半期連結累計期間(自平成23年５月１日  至平成23年７月31日) 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 
(注) １．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、保険代理店業務等であります。 

２．セグメント間の内部売上高又は振替高の調整額は、セグメント間取引消去です。  

３．セグメント損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。  

  

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

該当事項はありません。 

  

（３）継続企業の前提に関する注記

（４）セグメント情報等

(単位：千円)

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額 
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額 
(注)３

空間情報コ
ンサルティ
ング事業

グリーンプ
ロパティ事

業

グリーン
エネルギ
ー事業

ファイナン
シャルサー
ビス事業

計

売上高

外部顧
客への
売上高

4,069,742 3,157,445 318,758 1,501,637 9,047,585 6,380 9,053,966 ― 9,053,966

セグメ
ント間
の内部
売上高 
又は振
替高

5,542 204,695 15,608 194,767 420,614 4,260 424,874 △424,874 ―

計 4,075,284 3,362,141 334,367 1,696,405 9,468,199 10,641 9,478,841 △424,874 9,053,966

セグメン
ト 損 失
(△）

△1,665,495 △93,724 △65,721 △187,157△2,012,099 △11,333△2,023,432 △188,788 △2,212,220
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Ⅱ  当第１四半期連結累計期間(自平成24年５月１日  至平成24年７月31日) 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 
(注) １．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、保険代理店業務等であります。 

２．セグメント間の内部売上高又は振替高の調整額は、セグメント間取引消去です。  

３．セグメント損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。  

  

２．報告セグメントの変更等に関する事項 

当第１四半期連結会計期間より、本年４月の国際航業ホールディングス株式会社を完全子会社化した

グループ内再編に伴い、事業セグメントの区分方法を見直し、報告セグメントを従来の「金融サービス

事業」「技術サービス事業」から、「空間情報コンサルティング事業」「グリーンプロパティ事業」

「グリーンエネルギー事業」「ファイナンシャルサービス事業」に変更しております。 

なお、前第１四半期連結累計期間のセグメント情報については、変更後の区分により作成しており、

前第１四半期連結累計期間の「１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情

報」に記載しております。 

  

(単位：千円)

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額 
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額 
(注)３

空間情報コ
ンサルティ
ング事業

グリーンプ
ロパティ事

業

グリーン
エネルギ
ー事業

ファイナン
シャルサー
ビス事業

計

売上高

外部顧
客への
売上高

4,794,746 3,321,167 195,028 1,651,560 9,962,503 6,036 9,968,539 ― 9,968,539

セグメ
ント間
の内部
売上高 
又は振
替高

543 220,311 10,471 158,231 389,558 4,037 393,595 △393,595 ―

計 4,795,290 3,541,479 205,499 1,809,792 10,352,061 10,073 10,362,135 △393,595 9,968,539

セグメン
ト利益又
は 損 失
(△）

△1,449,287 △2,656 △20,936 80,682 △1,392,198 △7,584 △1,399,782 △158,472 △1,558,255
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３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

(固定資産に係る重要な減損損失) 

該当事項はありません。 

  

(のれんの金額の重要な変動) 

該当事項はありません。 

  

(重要な負ののれん発生益) 

「グリーンプロパティ事業」セグメントにおいて、株式会社ＫＨＣが自己株式として株式5,000株を追

加取得しております。なお、当該事象による負ののれん発生益の計上額は、当第１四半期連結累計期間に

おいては41,940千円であります。 

「ファイナンシャルサービス事業」セグメントにおいて、琉球ホールディングズ株式会社の株式

1,368,989株を株式交換により追加取得しております。なお、当該事象による負ののれん発生益の計上額

は、当第１四半期連結累計期間においては97,226千円であります。 

「ファイナンシャルサービス事業」セグメントにおいて、多摩證券株式会社の株式1,341,913株を追加

取得し、子会社としました。なお、当該事象による負ののれん発生益の計上額は、当第１四半期連結累計

期間においては204,054千円であります。 

  

該当事項はありません。 

  

（５）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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取得による企業結合 

多摩證券株式会社の株式追加取得による子会社化 

当社連結子会社日本アジアホールディングズ株式会社は、平成24年７月26日開催の取締役会におい

て、多摩證券株式会社との株式譲渡契約締結を決議し、同日付で同社株式1,341,913株を追加取得

し、子会社としました。 

被取得企業名  多摩證券株式会社 

事業の内容    金融商品取引業 

当社グループによる証券会社の買収は多摩證券株式会社で８社目となります。日本アジアホール

ディングズ株式会社は従前より多摩證券株式会社の株式を4.98％保有し、多摩證券株式会社と当社

の連結子会社である日本アジア証券株式会社とは証券取引所への取次証券会社としての友好関係が

構築されており、その関係に加えて、低迷する証券市場の中で独自の商品戦略と経営を展開する日

本アジア証券株式会社への信頼と将来への期待が合致したものであります。 

証券市場の低迷と来る東京証券取引所の上場により、証券会社の廃業や経営権の譲渡が活性化す

ることが予想され、当社グループは、その受け皿的機能を果たし、営業組織の拡大と、再生可能エ

ネルギーとアジア関連の金融商品の取り扱いを拡大することを通じてファイナンシャルサービス事

業の拡大を目指してまいります。 

現金を対価とした株式取得により、当社連結子会社日本アジアホールディングズ株式会社が多摩

證券株式会社の議決権68.23％を取得したため、日本アジアホールディングズ株式会社を取得企業

としております。 

当四半期連結会計期間末において株式の取得が行われたものとみなして処理しており、当四半期連

結会計期間は貸借対照表のみ連結しております。 

（６）企業結合等関係

(1)被取得企業の名称及び事業の内容、企業結合を行った主な理由、企業結合日、企業結合の法的形

式、結合後企業の名称、取得した議決権比率及び取得企業を決定するに至った主な根拠

① 被取得企業の名称及び事業の内容

② 企業結合を行った理由

③ 企業結合日  平成24年７月26日

④ 企業結合の法的形式  株式取得

⑤ 結合後企業の名称  変更はありません。

⑥ 取得した議決権比率

企業結合直前に所有していた議決権比率   4.98％

企業結合日に追加取得した議決権比率    63.25％

取得後の議決権比率                    68.23％

⑦ 取得企業を決定するに至った主な根拠

(2)四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間
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段階取得に係る差損    42,668千円 

資産の額 

 
負債の額 

 

発生した負ののれんの金額    204,054千円 

発生原因：少数株主から取得した株式の取得原価が少数株主持分の減少額を下回ったため、 

            負ののれんが発生しております。 

  

(3)取得原価の算定に関する事項

①  被取得企業の取得原価及びその内訳

企業結合直前に所有していた多摩證券株式会社の普通株式の企業結合

日における時価

31,984千円

企業結合日に追加取得した多摩證券株式会社の普通株式の時価 

（現金による支出） 

406,599 〃

取得に直接要した費用 6,004 〃

取得原価 444,589千円

②  被取得企業の取得原価と取得するに至った取引ごとの取得原価の合計額との差額

(4)取得原価の配分に関する事項

① 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

流動資産 1,385,372千円

固定資産 370,470 〃

合計 1,755,843千円

流動負債 653,888千円

固定負債 144,212 〃

特別法上の準備金 7,007 〃

合計 805,108千円

② 発生した負ののれんの金額及び発生原因
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①受注の状況 

当第１四半期連結累計期間における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 
(注) １  当第１四半期連結会計期間より、報告セグメントとして記載する事業セグメントを変更しており、前第１四

半期連結累計期間の数値は、変更後のセグメントの数値に組み替えております。 

２  セグメント間取引については、相殺消去しております。  

３  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

４  グリーンエネルギー事業及びファイナンシャルサービス事業については、受注生産ではないため、「受注

高」及び「受注残高」の記載を省略しております。  

  

②販売の状況 

当第１四半期連結累計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 
(注) １  当第１四半期連結会計期間より、報告セグメントとして記載する事業セグメントを変更しており、前第１四

半期連結累計期間の数値は、変更後のセグメントの数値に組み替えております。 

２  セグメント間取引については、相殺消去しております。  

３  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

４  当社グループの主要事業である空間情報コンサルティング事業の売上高は、第４四半期連結会計期間の業務

割合が大きいため、第３四半期連結累計期間までの各四半期連結会計期間と第４四半期連結会計期間の業績

に季節的変動があります。  

  

  

４．補足情報

（１）受注及び販売の状況

セグメントの名称

前第１四半期連結累計期間
(自  平成23年５月１日 
  至  平成23年７月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成24年５月１日 
  至  平成24年７月31日)

増減

受注高 
(千円)

受注残高
(千円)

受注高
(千円)

受注残高
(千円)

受注高 
(千円)

受注残高
(千円)

空間情報コンサルティング事
業

10,693,424 15,056,888 13,905,210 17,568,557 3,211,786 2,511,668

グリーンプロパティ事業 4,667,728 9,770,953 3,823,416 8,817,199 △844,312 △953,753

セグメントの名称

前第１四半期連結累計期間
(自  平成23年５月１日 
  至  平成23年７月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成24年５月１日 
  至  平成24年７月31日)

増減

売上高 
(千円)

構成比
(％)

売上高
(千円)

構成比
(％)

売上高増減 
(千円)

対前期増減率
(％)

空間情報コンサルティング事
業

4,069,742 44.9 4,794,746 48.1 725,004 17.8

グリーンプロパティ事業 3,157,445 34.9 3,321,167 33.3 163,721 5.2

グリーンエネルギー事業 318,758 3.5 195,028 1.9 △123,730 △38.8

ファイナンシャルサービス事
業

1,501,637 16.6 1,651,560 16.6 149,922 10.0

その他 6,380 0.1 6,036 0.1 △344 △5.4

合計 9,053,966 100.0 9,968,539 100.0 914,573 10.1
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